
50産後ケア事業概要

1 目的

出産後に家族等からの支援を受けることが困難な母子で、育児支援を必要とする

ものに対し、心身のケア、育児サポート等を行う事業を実施することにより、産後

も安心して子育てができる支援体制を確保し、子育て支援の充実を図ることを目的

とする。

2事業概要

（1）対象者

市内に住所を有する生後4か月未満の乳児及びその母親であって、家族等から

十分な家事､育児等の援助が受けられない者のうち､次のいずれかに該当する者。

ただし、医療行為が必要な者は除く。

ア産後に心身の不調又は育児不安等がある者

イその他特に支援が必要であると認められる者

（2） 内容・規模等

市内医療機関において、母体の回復及び母体ケア並びに新生児及び乳児ケアを

実施するとともに、今後の育児に資する指導等を宿泊型又は日帰り型にて実施す

る。利用期間は、 1回の出産につき合計で7日間を限度とする。自己負担額は日

帰りで6, 000円、宿泊は12, 000円を委託医療機関に支払う。非課税世

帯・生活保護世帯については自己負担なし

（3） 事業開始予定日令和2年10月1日

’
ぬ
ト
ー

3事業日程（案）
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宿泊は11月から開始
広報周知

りは10月から開始

4予算

（1） 消耗品費。郵便料

（2）産後ケア事業委託料

（3） 医療施設改修補助金
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51 子育て包括支援センター事業概要

1 目的

妊娠期から子育て期まで、切れ目なく子育て家庭を支援することを目的とする。

母子保健部門と児童福祉部門が一体的に子育てに係る相談・助言指導及び情報提供

を行い必要なサービスを受けられるよう支援する場並びに関係機関と調整する機能

を備えるセンターを設置する。

なお、機能を設置するものであり、新たな施設を設置することなく既存の保健セ

ンターと子ども家庭支援センターを核として開設するものである。

2事業概要

（1） 対象者妊産婦、 0～18歳未満の児童（主支援対象は乳幼児） ・保護者

（2） 実施体制

妊婦面談など母子保健に関する専門的機能（健康課）を中心に、子育て支援

に関する支援機能（子ども家庭支援センター） と連携して実施

（3） 主な業務（国：業務ガイドラインより）

ア妊産婦、乳幼児の実情の把握（健康課）

イ妊娠・出産・子育てに関する各種相談に応じ、必要な情報提供・助言・

保健指導を行う。 （健康課・子ども家庭支援センター）

ウ支援プランの策定（健康課）

エ保健医療又は福祉の関係機関との連携調整（健康課）

（4） 事業開始予定日令和3年2月
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3 事業日程（案）
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個人情報保護審議会

（開催時期未定）

広報周知（市報･ IMP･チラシ等）
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事業開始

4予算

（1） 子育て世代包括支援センター開設準備研修講師謝礼

（2） 備品購入費・印刷製本費ほか

72千円

228千円
ノ

関係者向け研修



52 ロタウイルスワクチン接種事業概要

1 事業目的

ロタウイルス感染症は、急性冑腸炎（ロタウイルス胃腸炎）が主な症状であり、

ときに脱水、けいれん、肝機能異常、腎不全、脳症等を合併する。ついては、 ロタ

ウイルスの感染を予防するため、予防接種法に基づく定期予防接種として実施する

ことで、幼児の健康の保持を図る。

2 事業概要

（1） 対象者及び接種回数

ロタリツクスワクチン・ ・ ・生後6週から生後24週までで経口接種2回

ロタテックワクチン・ ・ ・ ・生後6週から生後32週までで経口接種3回

（2） 実施医療機関

市内契約医療機関及びその他

（3） 事業開始予定日

令和2年10月1日
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4予算

（1） ロタウイルスワクチン個別接種委託料 17，894千円

（2） ロタウイルスワクチン個別接種委託料（多摩療育園） 35千円

（3） ロタウイルスワクチン個別接種委託料（府中市医師会） 3， 998千円

（4） ロタウイルスワクチン個別接種委託料（小児総合医療センター） 87千円

（5） その他 248千円



53 小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会助成事業概要

1 事業概要

地域の子育て環境を整え、子どもの健やかな成長に資することを目的とし

て、小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会（以下「協議会」という。）

に対し、運営に要する経費を補助する。

2 予算要求の背景等

協議会は、市民に子育て・子育ちに関する総合情報を提供（ホームページ

の開設及び運営）するとともに、子育て活動団体の活動を支援（子育て・子

育ちに関する講演会・学習会の開催等）することなどにより、子どもたちの

健やかな成長に資することを目的として、平成23年8月に設立された。

協議会は、 これまでの事業展開に加え、令和2年度から 「子どもの居場所

に関するネットワークづくり」事業を開始し、子どもの居場所に関する情報

発信や情報共有等を通じて、子どもの居場所に関する活動を行っている団体

相互のネットワークづくりや子どもへの情報提供等を行う予定であり、これ

についても補助するものである。

なお、 「子どもの居場所」については、子ども・子育て会議において重要課

題として審議がなされており、次期のびゆくこどもプランにおいても「地域

における子どもの居場所づくりの推進」を主要課題として位置付ける予定で

ある。
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3 補助内容

（1） 補助対象区分

ア協議会の事務局事務運営に必要な経費

イ子育て支援サイトの管理運営に必要な経費

（2） 補助対象経費

人件費、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料等

4予算額（小金井子育て・子育ち支援ネットワーク協議会運営補助金）

令和2年度 3， 350千円



54待機児童解消対策等事業概要

1保育施設等の定員拡充

待機児童が大きな社会問題となっている中､本市においては平成30年4月時点では待機

児童数が88人となり、それまでの100人を超える状況から一旦改善傾向を見せたものの、

平成31年4月時点では111人となり、前年に比べ23人増加する結果となった。

令和元年10月から開始された幼児教育･保育無償化事業により更なる保育ニーズの高ま

りも予想され､待機児童の解消は引き続き急務となっており、解消対策として保育定員の拡

充を行う。

(1) 目的

令和2年4月時点で認可保育所3園の新規開設等により、定員の拡充を図る(下表参照)。

<令和2年4月1日時点の保育定員増減予定一覧

蕊 建毒蕊蕊溌捻葱錘謎蕊認鯏垂謹f陰蕊蕊溌;理魂さ隆誕;蕊熱;識で
新規 開

三ｿ14

回又 17人 31人27人 36人 36人 36人 183人

定 員 拡充 0人 5人 6人 4人 4人 4人 23人

計 17人 32人 37人 40人 206人40人 40人

~
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※令和2年2月1日現在での予定数である。

(2) 開設に係る保育所等の運営経費（歳出予算）

民間保育所助成に要する経費

民間保育所等運営に要する経費

保育従事職員宿舎借上支援事業に要する経費

※定員拡充分の経費を除く。
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2保育施設等定員数の推移

艤蕊蕊蕊蕊霧溌蕊薑蕊
r 学謹窺

保育定員蕊 増減

平成27年度 2， 007人

平成28年度 2， 184人 177人

平成29年度 2， 421人 237人

平成30年度 2， 742人 321人

令和元年度 3， 027人 285人

令和2年度（予定数） 3， 233人 206人

※認可外保育施設の一部を含み、幼稚園部分を除く。

※令和2年度については、令和2年2月1日現在での予定数である。



55 幼児教育・保育無償化事業の予算影響額

令和元年10月から開始された幼児教育・保育無償化事業に係る予算の影響につ

いて、令和2年度当初予算と令和元年度当初予算を比較すると下表のとおりとなる。

ただし、令和2年度当初予算では、令和元年度当初予算の積算根拠と比べ新たな保

育施設の開設による児童定員数の増、公定価格単価の増額改定があったため、歳入

予算・歳出予算ともに増額となっている。

(単位：円）
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対象児童数
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A
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歳入;､ #c 一般財源総額
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令和2年度

当初予算
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一認可保育園

（食材料費）
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歳入~墓職迄
合和元年度

当初予算
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保育料 f国補助;:;f d 都補助宮.e

認可保育園 2，623 4，013，022，000 898,838,000 436，302，000 2,008,559,720 765，749669，322，280

認可保育園

（食材料費）
1，274 56，520，000 56，520，000 44，3640 0

幼稚園 1 R1り
上,u上白 277，997，000 46， 132，000 45，249，000 186，616，000 123，423

一

串一
認可外保育施設等 84， 12432，640，000388 65，280，000 ロ 32，640，000

計 2j284，335，720 1，017，6605，797 4，412，819，000 944，970，000 514． 191．000 669，322，280

一般財源

（児童1人当）

H－h

対象児童数

（人）

A－a

歳入-. .C言:c
歳出額

B－b

一般財源総額

G－g
影響額′

都補助: :遮皇e:国補助： D二(1 保育料鳥~ ！F･÷f
〆 増

認可保育園 △360，536，280 △32，78088，465，537238 353，601，440 422，766，634 202，905，549
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（食材料費）
一0 70，398，000 39，632237 70，398，000 0
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一
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認可外保育施設等 112，001▲84 35，640，000 26，982，000106，860，000 44，238，000

計 655， 174，434 208， 192，437 134，553855，785，640 352，955，049 △360，536，280381



56 子どもの権利救済窓口設置支援委託概要

1 事業概要

子どもの権利救済窓口 （(仮称）子どもオンブズパーソン）設置に向けた

調査、分析、助言等一部の業務を委託する。

2 予算要求の背景等

令和元年度子ども・子育て会議において部会を設置し、子どもの権利につ

いて集中的に審議された。その結果、次期「のびゆくこどもプラン小金井」

において、子どもオンブズパーソンを、子どもの権利に係る重点事業と位置

付け、令和4年度に設置する予定である。

当該部会の報告において、子どもオンブズパーソンの設置に当たっては

十分な検討の上に進めるべきとの報告がなされたことを受け、 より実効性

のある効果的な仕組みづくりのため、知識・経験の豊富な事業者の支援を受

け、実施するものである。

3 委託内容

（1） 令和2年度

ア導入自治体調査

イ令和元年度実施の「子どもアンケート」調査結果の分析

、ウ検討会議等の支援

エ手法決定及び制度設計補助

（2） 令和3年度

ア検討会議等の支援

イ設置に向けた実務支援

ウ 業務完了報告書の提出
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4 事業日程（案）
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予算額（子どもの権利救済窓口設置支援委託料）

令和2年度 2， 460千円

令和3年度 2， 431千円 （債務負担行為）

5



57都市計画マスタープラン策定事業概要

1事業目的

都市計画マスタープランは、平成14年3月に概ね20年後の小金井市のまちの将来像

を示すものとして策定し、その後、平成24年3月に第4次小金井市基本構想（平成23

年3月策定）を踏まえ見直しを行っている。令和4年3月に、当初策定から20年を迎え

るため、次期都市計画マスタープランを策定する。

2主な事業スケジュール（案）

J■ ・令和2年度(”加年賞)工月 7"＝~■好~灘二 ・ 〃冷和B年度(2“1鶉農濃霧〃f鳶Ⅱ

6171 8 1 9 1 101 111 121 1 1 2 1 3 41 5 1 6 1 7 1 8 1 9 1101111121 1 1 2 1a小
蕊
鍵
華

査
会
会
会
会
ン
会
卜

市
一
庁
一
策
市
一
中
一
ま
一
市
一
パ

民意向調

内検討委員

定 委 員

民 協 議

学生検討

ちづく りサロ

民 説 明

ブリックコメン

蹄
諏》
癖

》

賢

熟

需

惑

沁

謡

鈴

癖

鷺

》

》

蕊＃潔

孫

無

零

趨

鷲

群

球

》

津

必

》

認

》

識

識

躰

鏡

:議識蕊灘蕊蕊議瀦騨議識灘鑑識
一

議箪蕊蕊蕊蕊灘蕊欝

蕊篭鍛
職』 』 y 鴬詮』

設 t札 試 設~~~ ~~~~~ ~~~~ ~
段 段 く 韓

唖 [段 段串 蹄 段段群

轍 t[群誤晋設F 鍔 量~~~ ~ ~ ~~~ ~~岸一~ ~ ~ ~~ ~ ~ ~~& , ';躯f' ;,, ,f

段 段 段 蜂設暮

3主な事業概要（案）

（1）市民意向調査

階層別無作為抽出による市民アンケート調査（3， 000人）の集計・分析をする。

（2）検討組織の運営

ア庁内検討委員会（令和2年度5回程度、令和3年度5回程度）

市職員で構成される組織で、都市計画マスタープランの協議を行う。

イ策定委員会（令和2年度5回程度、令和3年度5回程度)”

学識経験者・団体代表・公募市民等で構成される組織で、都市計画マスタープラン

の協議を行う。

ウ市民協議会（令和2年度3回、令和3年度3回）

ワークショップ等による協議会を開催する。

エ中学生検討会（令和2年度2回）

市内中学校推薦の中学生による検討会を開催する。

オまちづくりサロン、市民説明会（令和2年度3回、令和3年度3回）

市民誰もが自由に参加できるサロン及び市民説明会を開催する。

（3）パブリックコメント （令和2年度1回、令和3年度1回）

中間報告についてパブリックコメントを実施する。

Ｉ
因
め
Ｉ

4予算

（1）都市計画マスタープラン策定委員会委員謝礼

（2）保育士謝礼

（3）手話通訳者謝礼

（4）都市計画マスタープラン策定支援委託料

※債務負担行為（令和3年度）

（5）会場借上料

円

円

円

円

円

円

千

千

千

千

千

千

５

３

９

９

４

７

５

５

８

６

５

３

６

０

０

夕

，

４

０

１

１



58木造住宅耐震診断助成事業概要

ゴヒ曰目星1

本市の耐震化の取組として、平成26年3月に小金井市耐震改修促進計画の改定を

行い、住宅の耐震化率については、令和2年度までに95％以上とする目標を掲げ、

国及び東京都においても令和2年に95％、令和7年に耐震性のない住宅をおおむね

解消することを目標としている。

この目標を達成すべく、本市では町会・自治会への啓発チラシの配布などの啓発活

動を継続的に行い、また、平成30年10月には住宅耐震化緊急促進アクションプロ

グラムを策定し、国及び都補助を受けて耐震診断費用を従前の5万円から8万8千円

へ、耐震改修費用を30万円から60万円へと拡充した。

しかし、平成30年度末においても診断、改修とも実施件数は伸び悩み、推計によ

る耐震化率も86． 1％と、依然目標に対して大きな乖離がある状況が続いている。

耐震診断は、耐震改修助成の必須要件となっており、診断件数の向上が改修の実施

率へと直結することから、市内木造建築物の耐震化の更なる推進のため、耐震診断助

成費用の拡充を行う。

2助成額の拡充

改正前 改正後
’
ぬ
、
Ｉ

耐震診断費の2／3助成範囲 耐震診断費の2／3

8． 8万円（※国補助上限4． 4

万円、都補助上限2． 2万円）

10万円（※国補助上限4． 5万

円、都補助上限2． 3万円）
助成上限額

※国・都補助上限額は、令和2年10月消費税率引上げに伴う単価改正により変更された。

3予算額

（1） 歳入

ア社会資本整備総合交付金

＠45千円×25件＝1， 125千円

イ戸建住宅等耐震化促進事業補助金

＠23千円×25件＝575千円

（2） 歳出

木造住宅耐震診断助成金

＠100千円×25件＝2， 500千円



59 耐震改修促進計画策定支援委託概要

1 目的

現行の耐震改修促進計画は、平成26年度から平成32年度までを計画期間

とし、住宅・建築物の耐震化を推進してきたところである。

この間、 「首都直下地震による東京の被害想定（平成24年4月東京都防災

会議発表)」の見直しや建築物の耐震改修の促進に関する法律の改正、 「東京都

耐震改修促進計画」等、関連計画の改定が行われている。

本市においても、市の特性に応じた新たな耐震改修促進の方向を定め、これ

に基づく施策事業を展開する必要があることから、令和2年度から令和7年度

までを計画期間とした、新たな耐震改修促進計画を策定する。

2 事業概要

上位計画、関連計画等の整理及び現計画における目標に対する進捗率の確認

等を行い、新たな耐震化目標及び耐震対策の設定を行う。

3 事業日程（案）

令和2年度 ’
せ
、
Ｉ

’ 1 ．2． 3月1 ． 5．6月 7 ． 8． 9月 10． 11 ． 12月

窪

諺
諺

画等の整理、現状 と動向の整理上位計画・関連計

戸

課題の|抽出

…
施策体系の整理

鮭

戸

具体的施策の設定

雲
パブリ

蕊

曇
計画策定

4 予算額

（1） 歳入

ア社会資本整備総合交付金

イ 区市町村耐震化促進普及啓発活動支援事業補助金

（2） 歳出

耐震化改修促進計画策定支援委託料

円

円

千

千

０

０

２

１

４

２

夕

，

２

１

4， 840千円



60ブロック塀等撤去助成事業概要

1 経緯

平成30年に発生した大阪府北部地震におけるブロック塀等の倒壊による被害を踏

まえ、地震発生時におけるブロック塀等の倒壊による通行障害を防止し、市民の安全を

確保するため、倒壊のおそれのある避難路に面するブロック塀等を所有する者に対し

て、当該ブロック塀等の撤去に要する費用の一部を助成する。

2制度の概要

（1） 助成対象となるブロック塀等

組積造の塀、補強コンクリートブロック造の塀、万年塀で次の全てを満たすもの

ア小金井市地域防災計画に位置付けた避難路に面するもの

（避難路：建築基準法上の道路、市が管理する通路、通学路）

イ道路面からブロック塀等の上端部までの高さが1nlを超えるもの

ウ市の調査により災害発生時に倒壊のおそれがあると認められたもの

（2） 助成対象となる費用

助成対象となるブロック塀等の全てを撤去する費用

（3） 助成金の額

助成対象費用の3分の2に相当する額と、助成対象となるブロック塀等の延長に1

メートル当たり1万円を乗じて得た額とを比較していずれか低い額とする。ただし、

20万円を限度とする。

－
ぬ
西
Ｉ

3運用開始

令和2年4月1日

4予算

（1） 歳入

ア社会資本整備総合交付金＠150千円×50件×1／3＝2， 500千円

イ東京都ブロック塀等安全対策促進事業費補助金

＠150千円×50件×1／6＝1， 250千円

（2） 歳出

ブロック塀等撤去助成金 ＠150千円×50件×2／3＝5， 000千円



61 住宅マスタープラン策定支援委託概要

1 目的

小金井市住宅マスタープランは､住生活基本法第7条に基づき定められる

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な方針である。現行計画

は、平成23年度に10年間を目標期間に定め策定したものであり、令和3

年度末をもって計画終了となることから、次期計画を令和2年度から2か年

をかけ策定する。計画策定に当たっては、社会情勢の変化や国の住生活基本

計画、東京都の住宅マスタープラン等の関連計画等に即して、一層、市民の

安全・安心な生活を支える住宅・住環境整備を進めるために、現況と課題を

整理し、次の10年間に向けた住宅に関する施策等を推進する計画とする。

2 事業概要

（1） 令和2年度

現計画の評価及び検証、関係資料の収集・整理等の基礎調査を実施し、

計画改定に当たっての課題を抽出するなど、改定方針を検討する。

また、市の住環境についての実態を把握し、市民意見を反映するため、

市民アンケート、 ワークショップ及び賃貸住宅所有者意識調査を実施す

る。

(2) 令和3年度

基礎調査等を基に検討委員会等で計画内容を検討し、市民や学識経験

者の意見を反映した計画を策定する。 Ｉ
ｃ
ｍ
ｌ

3 事業日程（案）

令和3年度

’･ ‘ ~ 6月 ’ ?-，~ ，月‘0． [‘ ･ 12月 ’ 1 . , ~ ’月
一一識

令和2年度

， ~ ，月 ’ '0 . ,｣ ･ ｣，月 1 ． 2． 3月4．5．6月 ７

P

検討委員陰策定委員陰
;

現行計画の縦証等､原案作成準備
’ I 恥

一

一
'&アーート、家~／~

ショップ

鋪

璽蕊夢

露中借中R
グ

等検討）
グ

等検討）施策、成果指標基本方針、

パフ
勢
鋤リックコメント

マスター -プラン策定－プラン

4 予算額

（1） 令和2年度

ア歳入社会資本整備総合交付金

イ歳出住宅マスタープラン策定支援委託料

（2） 令和3年度

ア歳入社会資本整備総合交付金

イ歳出（債務負担行為）

住宅マスタープラン策定支援委託料

4， 425千円

1 1 ， 000千円

1 ， 341千円

5， 170千円



62 教育プラン策定事業概要

1 概要

教育基本法第17条第2項の規定に基づく小金井市における教育の振興の

ための施策に関する基本的な計画（以下「教育プラン」 という。）は、学校教

育分野の諸計画を包括する役割を担うとともに、小金井市の教育行政を推進

するための基本的指針を示すものであり、小金井市教育委員会の教育目標、

基本方針と整合のとれた計画の策定が必要となる。

現教育プランは、平成28年度から5年間を計画期間に定め策定したもの

であり、令和2年度末をもって計画が終了することから、令和3年度から令和

7年度までの5年間を計画期間とする次期教育プランを策定する。

2 令和2年度実施内容

（1） 教育プラン検討会議委員（学識経験者1人、教育委員会委員2人、公募市

民3人）の選考及び立ち上げ

（2） 現教育プラン策定後の施策及び効果の検証、総括及び課題の抽出

（3） 教育プラン検討会議の開催・運営、各種資料の作成

（4） 教育プラン検討会議で計画内容の検討。市民や学識経験者等の意見を反

映した次期教育プランの策定
ｌ
ト
、
Ｉ

3 日程（案）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

鐸
委員の公募

撚

現プランの検証

検 パブリックコメント

＝

策皇
次期プランの

善
湘印刷

4 予算額

（1） 教育プラン検討会議委員謝礼

（2） 教育プラン検討会議保育士謝礼

（3） 教育プラン策定支援委託料

6千円

5千円

8千円

６

４

９

３

４
４



63令和2年度小･中学校学級数及び児童･生徒数推計
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*1学級数の（ ）内の数字は､通常の学級の上限人数(前年度学級編制基準を適用）

*2新小学1年生の通常学級児童数は､1.10.01時点の住民基本台帳抽出者数に学校毎入学率(平均98%)を乗じた数(小数点以下四捨五入）

*3新中学1年生の通常学級生徒数は､1.10.01時点の住民基本台帳抽出者数に学校毎入学率(平均81%)を乗じた数(小数点以下四捨五入）
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*5特別支援学級は､ 1.10.1現在の就学･転学相談等を参考にした数(今後実施される学級編制調査により増減する可能性あり｡）

－88－

一小

小学校全校

緑中

難聴

言語障害

情緒障害

情緒障害

学級数|児童生徒数
’ 31

2 22

~

２

’ 170

’ 15



64学校給食調理業務委託化の財政効果の内訳

才

1 概要

学校給食の調理業務委託については、中学校を平成18年度から委託を実施し、

平成25年度から小学校5校の民間委託を実施した。そこから生み出された財源を

基に、学校給食をより一層充実させるため、給食室の備品等の整備、備品設置等の

給食に関連する工事の経費等を計上している。また、明日の小金井教育プランの推

進のため、就学相談等対応業務会計年度任用職員報酬を計上している。

2 予算

(1) 10-1-2事業名：就学関係に要する経費

・就学相談等対応業務会計年度任用職員報酬

(2) 10-2-3事業名：学校給食に要する経費【小学校費】

・小金井みんなの給食委員会委員講師謝礼

・消耗品費（第三小学校食器、東小学校食器）

・業務用冷蔵庫等点検清掃委託料

・給食室備品等搬出・保管・設置等委託料

・給食関係備品

食器消毒保管庫（第三小学校3台）

昇降式食器消毒保管庫（第三小学校4台）

冷蔵庫（第三小学校）

球根皮むき機一式（第三小学校）

野菜裁断機一式（第三小学校）

スチームコンベクションオーブンー式（第三小学校）

炊飯器（第三小学校）

牛乳保冷庫（第三小学校）

回転釜（第三小学校4台）

フライ兼用釜（第三小学校2台、緑小学校1台）

配膳車（第三小学校9台）

戸棚（第三小学校）

2,553千円

55,949千円

１
つ
の
Ｉ

用具入れ（第三小学校）

(3) 10-2-4事業名：学校施設整備に要する経費【小学校費】

・第三小学校給食機器設置工事

(4) 10-3-3事業名：学校給食に要する経費【中学校費】

・業務用冷蔵庫等点検清掃委託料

・給食関係備品

食器消毒保管庫（第一中学校、東中学校、緑中学校）

昇降式食器消毒保管庫（緑中学校）

回転釜（南中学校4台）

フライ兼用釜（南中学校）

16,000千円

14,936千円



65 コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）事業概要

1 目的

コミュニティ・スクール（学校運営協議会を設置した学校）の仕組みを導入するこ

とにより、地域住民等が学校運営に参画し、学校と地域住民等との間の信頼関係を深め

ることで、学校運営の改善及び児童・生徒の健全育成に取り組む。

2 内容

小金井市立緑小学校にコミュニティ・スクールの仕組みを導入し、保護者や地域住

民等で構成された学校運営協議会を通して、学校と地域がビジョンや課題を共有すると

ともに、学校運営に参画することで、学校と地域が協働しながら、子供たちの豊かな成

長を支え、 「地域とともにある学校づくり」を行う。

3予算額

（1） 学校運営協議会委員報酬（学校に在籍する児童生徒の保護者、地域住民、学

校の運営に資する活動を行う者、学校の校長・副校長及び教職員） 75千円

（2） 消耗品費・印刷製本費42千円 １
．
つ
Ｉ

(学校運営協議会制度の仕組みのイメージ）
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ ~~~~

迩婁鷺崖議掘議蕊轍凝蕊綾運営協議会灘鐵海薩組み
~~ ~

~ ""羅郵硬鳶憲鴬駕篭鶏…” 蕊繊瀧蕊識§蕊嵐蕊塞■
A小学校 ~~ ~〃' ' 8小学校 C学校運営につい童､教育委員会又は校長に意見を述べることができる

C教蟻員の任用に鍔して、教育委員会規則で定める事項について、教育委員会に意見港述べることができる
;

小中一翼型小・Ep識など

文部科学省ホームページより



66第4次小金井市生涯学習推進計画策定支援委託概要

1 目的

第3次小金井市生涯学習推進計画が令和2年度末で終了となることから、市民の多

様な学習や活動を支援するために第4次小金井市生涯学習推進計画を策定する。

2事業概要

（1） 現計画の実施状況、目標の達成状況等について取りまとめ検証･評価を実施する。

（2） 教育基本法、小金井市教育委員会の基本方針等を踏まえ、社会教育委員の会議を

中心に計画案の策定を行う。

（3） パブリックコメントを実施し、第4次小金井市生涯学習推進計画を策定する。

3計画期間

令和3年度から令和7年度まで（5年間）

4 スケジュール（案）

令和2年度

7月～9月 ’ 10月～12月4月～6月 1月～3月 1

房
I

伝

業者選定

‐‐ ‐- '=－－＝=＝＝ ‐---＝------＝ ÷ ●

社会教育委員の会議において計画内容の検討・計画案作成 計画策定

｛ ↓－÷
パブリックコメント

5社会教育委員の会議

（1） 委員10人（社会教育関係5人、学校長1人、学識経験者1人、公募市民3人）

（2） 社会教育委員の会議8回、小委員会7回程度開催予定

6 予算額

第4次小金井市生涯学習推進計画策定支援委託料4， 301千円



67地域学校協働活動推進事業概要

1 概要

「地域学校協働活動推進事業」とは、地域の高齢者、成人、学生、保護者、PTA、

NPO、民間企業、団体・機関等の幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子供

たちの学びや成長を支えるとともに、 「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域

と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々な活動である。

2緑小学校における地域学校協働活動実施（案）

（1） 内容

小金井市立緑小学校をモデル校として先行的に実施し、地域学校協働活動を推進

するための地域コーディネーターの配置を行う。地域学校協働活動の取組として、

平日の放課後に子どもたちの基礎学力の定着等に向けた「地域未来塾」を実施する

とともに、学校ボランティア等による学校の授業補助や学校環境の整備事業を行う。

（2） 地域学校協働本部

ア本部メンバー

統括コーディネーター 教育委員会職員

地域コーディネーター 教育委員会から委嘱

イ活動内容

学校運営協議会で承認された運営方針に基づき、学習等の支援や環境整備など

に、どのように取り組んでいくかを検討する。地域コーディネーターは、学校か

ら要望される活動内容について確認し、活動の支援をしてくれるスタッフとの調

整等を行う。

１
国
④
Ｉ

3 予算額

（1） 歳入

東京都地域学校協働活動推進事業費補助金562千円

（2） 歳出

地域コーディネーター謝礼 248千円

学習支援員謝礼 440千円

その他（研修等参加費、消耗品費、郵便料、障害保険料） 156千円



68 スポーツ関連事業に係る補助金及び委託等概要

1 小金井市体育協会補助金及び黄金井倶楽部補助金
(単位：千円）

雲
… ､ 1 具室、 '' 二雷, 特

科目名称癬蕊懲
； ・笈島蕊對鐸弱詮霊

令和2年度
予算額

増減理由前年度比
:i'

~ ~~

事務費補助【人件費】 7
【その他事務費】 1,048
同額）

081 (前年度比646) 、事務費補助
(皆増） 、事業費補助3,058 （前年小金井市体育協会補助金1 11,187 1,694

事務費補助【人件費】 2，338 （前年度比518) 、事業費補助
400 (前年同額）

黄金井倶楽部補助金２ 2，738 518

2市民体育祭に要する経費及びスポーツ教室・各種大会に要する経費に係る委託事業等一覧
（単位：千円）

令和2年度

~予算額 蕊蕊溌凝~ ~~~~J聿な“理由~ ~ ~ ~ ~~ ~
鷺縫議

f溌擬f球
趣~~

~~~ ~~ ~科目名称■溌牙

前年度比

市民体育祭委託料 大会の充実を目的とした各種競技大会運営費の見直し6，421 1， 197I

都民体育大会選手派遣委
託料

加盟団体の派遣役員への手当の見直し2
rー『ー庁

00イ 292

都民生涯スポーツ大会等
選手派遣委託料

スポーツ振興推進を目的とした選手派遣費用の充実３ 85261

シニアスポーッフェス

ティバル運営委託料
一般管理費を見直したことによる運営事務局費の減41614 957

ジュニアサッカーフェス

ティバル運営委託料
教室の充実を目的とした事前準備に係る経費の見直し5 219 21

教室の充実を目的とした指導者の人数、事前準備に係る経
費等の見直し

少年少女野球教室運営委
託料
6 279 163

教室の充実を目的とした事前準備に係る経費の見直し水泳教室運営委託料 601 ｌ
の
の
Ｉ

7 49

障害者（児）水泳教室運
営委託料

消費税額の変更8 543 10

消費税額の変更親子体操教室運営委託料9 260 ２

教ヰミー祷一雪舌■自画1琴＝Uノノu天』と口口Jこし/、 J、ソ lゴ画Z又G1或翠｣ノJvノ1石］V ，｣呈邑江

確保するべく、地域総合型スポーツクラブの自主事業へ移
矛〒

エアロビクス教室運営委
託料

△36410 0

市民スキー教室運営委託
料

教室の充実を目的とした事前準備に係る経費の見直L11 319 句只
JJ

市民スケート教室運営委
託料

教室の充実を目的とした事前準備に係る経費の見直し
1句

上色 ”5 30

大会の充実を目的とした計測チップの導入野川駅伝大会運営委託料13 1,305 385

市町村総合体育大会選手
派遣委託料

スポーツ振興推進を目的とした選手派遣費用の充実14 674 95

アシスタントティー

チャー事業委託料
前年同額15 1，500 0

ストレッチ体操普及啓発
事業委託料

前年同額500 016

障がい者スポーツ、ニュースポーツ等の普及啓発事業の実
施

スポーツフェスティバル

運営委託料
17 958 454

ボッチャ体験会運営委託
料

前年同額（令和元年度第4回補正）18 383 0

参加人数が減少傾向にあることから、 日数を2日から1日
に変更する等イベント内容の改善

健康ウオーキングフェス
タ小金井交付金

19 △50(）1,500



69東京202Oオリンピック・パラリンピック推進事業概要

1 事業目的

今年開催される東京202Oオリンピック・パラリンピック競技大会を成功に導

くため、オリンピック聖火リレーや自転車競技（ロード）に携わるボランティアの

募集や運営に関わる事業を実施する。

また、小金井市にゆかりのあるオリンピック・パラリンピック選手のパブリック

ビューイングを実施するなど、東京2020大会を通じ、市民がスポーツに対して

関心を持つことができるような事業を実施する。

2事業概要

（1） オリンピック聖火リレーに関する事業

ア実施時期 令和2年7月15日 （水）

イ場 所 スタート ：栗山公園

ゴール：武蔵小金井駅南口コミュニティ広場2号

ウ事業概要 聖火リレーボランティアの募集、熱中症対策、ユニフォ

ームの提供、 ミニセレブレーション等の実施など

エ予 算 9， 863千円

（2） オリンピック自転車競技（ロード）に関する事業

ア実施時期 令和2年7月25日 （土） 男子ロードレース

令和2年7月26日 （日） 女子ロードレース

イ場 所 東八道路・小金井街道の一部

ウ事業概要 コースサポーターの募集、熱中症対策など

エ予 算 329千円

（3） その他の東京2020大会関連事業

ア事業概要 小金井市にゆかりのあるオリンピック・パラリンピック

選手の応援事業（パブリッビューイング等)、 レガシーとしての

銘板の作製など

イ予 算 2， 489千円

１
奇
の
Ｉ

3 歳入

（1） 東京2020大会開催関連事業補助金（1／2） 5， 336千円

（2） 東京202Oオリンピック・パラリンピック競技大会機運醸成事業

(10/10) 2, 000千円



70行財政改革による財政効果 (単位：千円）

■歳入確保■
；鍵
;. },浮

‘;誌
引 ； 愈譜ゴ

" ，蝿 ･学

‘鳥 －， 斗 ,左

~ ．§ : " ~ (B)-(A) ぶ 考議豊議I:#令和~2年度予算額(B)課名~:等~ ~ 令和元年度予算額(A)取 ． 組 項~ ， ‐目取組No
~~韓

~

普通財産に係る土地売払収入3，255管 財 課 17,33314,078取組③ 低未利用地の活用・処分

道路占用料見直しに伴う歳入増9，622道路管理課 105,00095,378道路占用料の見直し取組⑤

’’ ’

(単位：千円）■歳出削減■

算#蕊蕊恩f懲誕;ご唾1鴬f鵠
公園等LED化事業による電気使用料の歳出削減

差 ′ _弓｜

(B)､A)"

辛 撰

取典: ~~ ＆ ” ~組：~鬘:_~ 『項鷲‘ ; ‘： 目 令和2年度予算額" ; (B)課~ ~名等~ 令和元年度予算額(A)取組No'
蛙

4108環境政策課 1,7291,837取組④ 公園灯のLED化

学校施設管理業務委託拡大に伴う歳出削減41,035庶 務 課 34, 13735, 172取組④ 施設管理業務の委託化

重点配置に向けた職員数の見直しに伴う歳出削減

職員の会計年度任用職員化に伴う歳出削減

△8，500道路管理課 0職員数の適正化（道路管理課） 8，500取組⑥

市民税課
ほか2部署

△16，36017，640取組⑧ 職員の会計年度任用職員化 34,000

’

！

※取組No及び取組項目はアクションプラン2020に基づく。

－95－

歳入確保~計 （c） 12．877

歳出削減計 （D） △26，003

蕊： 行財政改革による財政効果
獣総計=歳出削減計(D)-歳入確保計(C) △38，880


